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要旨 

ＩＣＴ（情報通信技術）、ロボット、ＲＰＡ(robotic process automation)、ＡＩ（人工知能）など新たなテク

ノロジーが企業の組織や働き方を大きく変えようとしている。こうしたテクノロジーの基礎となる ICT

は情報をすべてデジタル化することで、ペーパーレスを可能にし、ホワイトカラーの仕事の「見える

化」やテレワークといった時間・場所によらない働き方などを可能にし、企業の生産性向上への寄

与が期待される。一方、AI などのより先進的なテクノロジーについては、自動化による労働代替が

過度に強調されている。確かに、ロボット、RPA は自動化、労働代替による効率化を意図している

が、AI の本質はビッグデータ、広義の機械学習を使った「予測」である。その「予測」をどう活用する

かは、人間次第であり、AI と人間が補完的な関係を形成し、共存することは可能だ。AI による予測

を通じて、個々の消費者の選好・嗜好に合わせて差別化された多様な財・サービスを提供するビジ

ネスの「パーソナライゼーション」(個別化)の進展が期待される。

RIETI ポリシー・ディスカッション・ペーパーは、RIETI の研究に関連して作成され、

政策をめぐる議論にタイムリーに貢献することを目的としています。論文に述べられて

いる見解は執筆者個人の責任で発表するものであり、所属する組織及び（独）経済産業

研究所としての見解を示すものではありません。

1 本稿を執筆するに当たっては、鶴[2018]、鶴[2019]の一部を大幅に修正、加筆した上で利用した。また、

本稿は独立行政法人経済産業研究所（RIETI）におけるプロジェクト「労働市場制度改革」の成果の一部で

あり、著者は日本学術振興会科学研究費補助金特別推進研究「長寿社会における世代間移転と経済格差：

パネル・データによる政策評価分析」から補助を受けた。 
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1． 新たなテクノロジーの活用で変貌する働き方・職場 

 

ＩＣＴ（情報通信技術）、ロボット、ＲＰＡ(robotic process automation)、ＡＩ（人工知能）など新たなテク

ノロジーが企業の組織や働き方を大きく変えようとしている。しかし、それぞれのテクノロジーの共通

点や差異などが十分認識されないまま、区別されず議論される傾向がある。ここでは、まず、こうし

た新たなテクノロジーの働き方や雇用システムへのインプリケーションをデジタル化、自動化、ビッ

グデータ、予測というキーワードを使いながら、議論してみたい。 

 

ＩＣＴの本質である情報のデジタル化―働き方への影響への５つの視点 

ICT はデジタル化された情報の処理・伝達・共有に関するテクノロジーであり、上記のすべてのテク

ノロジーの基礎になっていることはいうまでもない。ICT の発達で情報の処理・伝達・共有が瞬時か

つ限りなくゼロに近いコストで実現できるようになったことは、こうした情報の処理・伝達・共有の効

率性を飛躍的に拡大させることになった。ＩＣＴは経済の各分野に革命的な影響を与えてきたが、

仕事の内容・進め方、働き方、組織の形態や意思決定ももちろん例外ではない。ICT は大変汎用

的な技術であるだけにその使い方の可能性は想像以上に広範である。新たなテクノロジーというと

AI ばかり強調されることが多いが ICT の活用でできることはまだかなりあることに留意が必要だ。 

 

ICT によってデジタル化される情報は、メールや書類などのテキストはいうに及ばず、画像、音声、

映像を含め広範囲に及んでいる。その意味では、ＩＣＴ活用の試金石は、いかに様々な情報をデジ

タル化できるかにかかっているといえる。位置情報をデジタル化する GPS（全地球測位システム）や

人間の様々な行動等を記録するセンサーの発達も ICT の活用の点からすれば革新的な進歩とい

える。 

 

以下では、ＩＣＴの働き方への影響について、５つの観点から、述べてみたい。まず、ＩＣＴを徹底的

に活用していけば、すべての情報はデジタル化されるわけであるので、情報の処理・伝達・共有の

ために、「紙」を使う必要はなくなる。現在の職場でも、情報のデジタル化は行いつつも、「紙」を併

用しているケースは多い。例えば、会議資料や顧客等への資料で「紙」を使用する場合である。特

に、情報の保存などを紙に依存していた時代には、職場の机は書類とファイルで溢れ、職場のス

ペースがファイルを置くロッカーに占領されているというのが通常の風景であった。 

 

それが、デジタル化を徹底し、ペーパーレスにすると、机の上はパソコンのみ、会議資料もタブレッ

トで対応が可能になる。このように、まずは「紙」をなくし、すべての情報をデジタル化して従業員が

共有できる状況にすることが ICT を活用した働き方の第一歩といえる。 

 

それでは、すべての情報がデジタル化、共有化されることは働き方にどのような好影響を与えるで

あろうか。特に、ホワイトカラー（管理・事務・技術労働者）を念頭に置いて議論してみたい。第一に、
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仕事のブラックボックス化（個人の専有化）の解消について指摘したい。情報が紙ベースで保存さ

れると仕事に関する情報を他者と共有することが難しくなる。個々の個人の机の上のファイルに情

報が存在し、余程系統的に整理されていない限り、その内容を他の従業員が把握することは容易

ではない。つまり、仕事のブラックボックス化が、担当する仕事の内容を他者から見えにくくし、更に、

その仕事がその人でしかできない仕事という性格を強くしがちである。他者が分担したり、代わりに

担当ことが困難になれば、仕事のブラックボックス化は長時間労働の温床になりやすい。したがっ

て、デジタル化で仕事の透明性を高め、共有化を図ることは、働き方改革にもつながるといえる。 

 

第二は、第一の点とも重なるが、仕事の標準化が可能になることである。例えば、書類の書式の統

一やマニュアルの作成である。すべての資料がデジタル化されて共有・保存されることが前提でな

ければその必要性は薄くならざるをえない。また、マニュアルも常に内容が変わり、また、大部であ

ることを前提にすれば、紙での利用は、最新であるとは限らない、大部で扱いにくいという問題がで

てきてしまい、結局は参照されないという問題が生じる。したがって、「紙」をなくすことは、仕事の標

準化を進めることにもなる。 

 

第三は、職場でペーパーレス化が進めば、机の上に自分の資料を置く必要はなくなり、自分のパ

ソコンさえあればどこでも仕事ができるようになる。これは職場の中で自分の机が固定化されない、

つまり、フリーアドレスを実施することが可能になることを意味する。フリーアドレスの利点は、同じ職

場の中でもその時々で自分の隣にいる同僚が異なることで、新たな情報やアイディアの交換ができ

ることである。実際、アメリカでは、グーグルなどのスーパースター企業を中心に、新しいアイディア

やイノベーションは、社員同士が顔を合わせることによって生まれると考える傾向が強い。フリーア

ドレスを導入していけば、日本においてもそのような効果は期待できよう。 

 

第四は、必要な情報はすべてデジタル化して、「紙」を職場からかなくすことができれば、第三の点

を更に発展させ、時間・場所によらない働き方が可能になる。例えば、職場における対面での情報

の伝達・共有などは、情報のやり取りを行う者の時間・場所の同一性が前提になる。会議などの開

催もそうだ。一方、電話は場所の同一性は必要ないが時間の同一性は必要であった。一方、イン

ターネットでメールやその他の大容量の情報のやり取りが可能になることで、時間、場所双方の同

時性が必ずしも必要ではなくってきている。その典型が在宅勤務などのテレワークであろう。それで

も、会議などで議論を進めるためには、時間・場所の同一性が必要と考える向きもあるかもしれない。

しかし、後述するように、テレビ会議の普及によって時間・場所の同一性の意義は急速に変わりつ

つある。こうした時間・場所によらない働き方に関しては、第 2 節で更に検討することとしたい。 

 

第五は、必要な情報はすべてデジタル化しすることができれば、特に、これまで難しかったホワイト

カラー（管理・事務・技術労働者）の生産性の把握につながるという視点である。ホワイトカラーのイ

ンプットやアウプットは外からみえにくく、共有されにくかったが、それがデジタル化で把握できるよ
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うになれば、アウトプットをインプットで除した生産性もより容易に把握できるようになり、これまで難

しいといわれてきたホワイトカラーの生産性向上の方策も考えることが可能になってくる。このホワイ

トカラーの仕事のインプット、アウトプットの「見える化」は第 3 節でさらに論じることとしたい。 

 

RPA、AI をどう評価するか―自動化と予測の峻別 

ICT によるデジタル化と並んで新たなテクノロジーの重要な柱はオートメーション(自動化)である。

自動化とはこれまで人間が行っていた作業を代わりに行うことを意味する。物理的な作業を行うハ

ードウエアがロボットであり、コンピューター上で行う作業を代わりに行うソフトウエアが RPA と考え

ればよいであろう。この場合、通常は定型的な業務を受け持つことが想定されている。つまり、自動

化は、これまで人間が行っていた定型的な業務が、ロボットや RPA に代替されることを意味する。 

 

それでは、AI はどう評価されるであろうか。AI というと人間並みの知能を持った機械が人間の行っ

ていた仕事をかなり奪い取ってしまうという、自動化の観点がこれまでも強調され過ぎていたように

みえる。それよりも後述するように、機械学習(ディープラーニング含む)2を中心に据えて理解すべ

きであろう。つまり、AIの本質は、様々な情報をデジタル化し、ビッグデータを構築し、「予測」すると

いう機能にあるといえる(Agrawal et. al. [2018])。 

 

莫大なデータを使って人間よりも効率的に予測する部分は人間を代替し、自動化する部分はもち

ろんあるが、「予測」という役割を理解すれば、人間行動をすべて代替するわけではないことが納得

できるであろう。加えて言えば、後述するように、こうした機械学習がパターン認識などこれまで人

間しかできないと考えられてきた暗黙知の領域に入り込む画像処理・判断を可能にすることで、「眼

を持つ予測マシン」となったことも大きな革新だ。 

 

RPA やＡＩはもちろん、ICT のベースの上に立脚している技術である。特に、AI はその本質である、

「予測」を行うためには、大量のデータが必要になってくる。こうしたビッグデータの入手がこれまで

みてきたように、ICT の発達に大きく依存していることは言うまでもない。しかし、こうしたビッグデー

タが「宝の山」になるためには、それをどう活用するかが大きなポイントになり、そこにＡＩが重要な役

役割を果たすと考えるべきであろう。AI については更に第 4 節で詳述したい。 

 

上場企業における新たなテクノロジーの利用状況 

ここでは、日経「スマートワーク経営」調査 2018 を利用して、上場企業を中心（663 社）にどのような

テクノロジーを活用しているかみてみよう（鈴木・原(2019)）。この調査では、「従業員や組織のパフ

ォーマンス向上のために導入しているテクノロジー」と共に、「最も先端的なテクノロジー」「最も効果

                             
2 本稿ではディープ・ラーニングも機械学習の 1種として捉えている。機械学習は様々の多くの変数を使

った関数で予測するのであるが、関数の変数に簡単な関数を入れるなど関数の階層をより深くすることで

表現力のより高い関数で予測するのがディープ・ラーニングである。 
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が出ているテクノロジー」計 2 事例を聞いている。 

 

まず、導入率の高いテクノロジーの上位 3 つは、「テレビ会議システム」（76.2%）、「e ラーニング」

（70.3%）、「社内無線 LAN」（68.0%）となっている（図表１）。職場内の徹底したデジタル化に欠かせ

ない、「ペーパーレス化」、「クラウドでのファイル共有」、「タブレット端末」の利用はそれぞれ、

52.3％、48.7％、62.0％と半分程度割合の企業が対応していることが分かる。また、こうしたデジタ

ル化で可能になるフリーアドレスも三分の一（32.1％）の企業で実施されている。 

 

このようにみると、まだ、新たなテクノロジーの活用といっても、現時点では ICTの活用が中心となっ

ていることがわかる。「RPA による定型業務の自動化」（37.1%）、「AI（深層学習中心）」（9.2%）、「AI

（機械学習中心）」（17.3%）などより先端的なテクノロジーやそれらの導入で初めて活用が期待され

る「従業員の行動のデータ化、可視化」（16.0％）などへの取り組み割合はまだ比較的低い状況

だ。 

 

図表 1 テクノロジーの導入状況 

 

(出所)鈴木・原(2019) 

 

次に、先端的なテクノロジーと効果的なテクノロジーについてみると（図表２）、先端的テクノロ

ジーの導入では、「RPA による定型業務の自動化」（14.9%）が最も多く、次いで「タブレット端末」

（12.8%）が続いている。効果が出ているテクノロジーとしては、「テレビ会議システム」（20.7%）、

「タブレット端末」（13.1%）、「ビジネスチャットツール」（11.5%）、「クラウドでのファイル共有」

（10.7%）が挙げられた。 
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このようにみると、ICT のデジタル化関連のテクノロジーは、導入割合が多いだけでなく、企業

もその効果を実感していることがわかる。また、先端的なテクノロジーについては、まだ、RPA

止まりであり、AI の本格的導入・活用には至っていないことがわかる。 

 

テクノロジーの導入目的をみても、最も先端的なテクノロジーと最も効果が出ているテクノロジ

ーのいずれも「業務の効率化」が最も多く挙げられている（先端的：56.1%、効果的：49.3%）。テ

クノロジーの活用が業務の効率性という狭い領域に留まっており、創造性、イノベーションまで

含めた広い意味での生産性向上を発揮する手段としてはまだ認識されていないことがわかる。

先進的なテクノロジーも先ほどみたように RPA などが中心であることは、それを如実に物語っ

ているといえよう。 

 

図表 2 先端的、効果的なテクノロジー 

 

(出所)鈴木・原(2019) 
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2． 時間・場所を選ばない働き方ーテレワークによる創造性・生産性向上 

 

職場があるのは従業員が同じ時間、同じ場所で共有しなければならない情報や知識があるからで

ある。一方、ICT によりどこにいても職場と同じように情報の共有・伝達ができるようにその制約を解

き放せば、従業員が同じ時間、同じ場所にいる必要はない。その意味で、これまで議論してきたよ

うに、ITC の発達が時間・場所を選ばない働き方の導入や広がり貢献しているといえる。 

 

以下では、時間・場所を選ばない働き方の代表例であるテレワーク(ここでは、在宅勤務のみならず、

モバイルワーク(営業活動などで外出中に作業する勤務)、サテライトオフィス勤務（本来の勤務地と

は別の場所のオフィス等で作業する勤務）も含めものと定義する)に着目し、その意義を考えてみた

い。 

 

通常、テレワークの必要性については、オフィスや通勤に要するコスト削減し、働き手にとってライ

フスタイル・ライフステージに合わせた勤務が可能になることが強調されることが多い。一方、テレワ

ークの潜在的な問題点としては、同じ場所・同じ時間で働くことから得られる交流、情報の共有、チ

ームワークといったシナジー効果が発揮できないこと、上司が監視できないことが働き手のモティベ

ーションに影響を与える可能性がることが指摘されてきた。 

 

上記の問題点を考慮すると、テレワークに適した仕事とは、モニタリングが難しいため、成果を図り

やすい仕事、他の従業員とのコーディネーションをあまり必要とせず、モジュール化できる仕事に

限定されると理解されてきた。しかし、ICT の更なる進化により、上記のような制約・問題点を克服し、

ネット上で従来の職場と変わらないような仮想的なオフィスを実現が可能になってきている。他の従

業員との情報の共有、コーディネーション、上司のモニタリングも通常の職場と比べても遜色のない

働き方が近年の ICT の進化で可能になっているのだ。 

 

テレワークの真の目的は生産性向上 

このようなテレワークを巡る環境の変化の中で、再度、テレワークのメリットと課題を考える必要があ

る。テレワークのメリットについて、まず、テレワークを行っている従業員へのアンケート調査である

労働政策研究・研修機構(2015)をみてみよう。 

 

通勤による負担が少ないと回答したのは 17%程度、育児・介護や家事の時間が増えるとの答えは 5

〜8%程度となっている。これまでテレワークのメリットと考えられてきた通勤時間負担軽減や育児・

介護・家事との両立が必ずしも大きな割合を占めているわけではないことがわかる。むしろ、仕事の

生産性や効率性が向上するとの回答が 50%を超えており、従業員の立場からみても生産性の向上

が重要な位置を占めていることがわかる。 
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一方、同調査では 4 割程度の人が仕事と仕事以外の切り分けが難しいと答え、2 割程度が長時間

労働になりやすいといったデメリットを認識していることにも留意が必要だ。育児・介護の時間を柔

軟にとれる一方、それがかえって仕事への集中を難しくしていたり、職場よりも仕事が集中できるよ

うな環境においても、むしろ知らぬ間に長時間労働になる可能性があることを示唆しているといえよ

う。 

 

テレワークの光と影―生産性向上と長時間労働の可能性 

テレワークのもたらす影響については、欧米では 1980年代からすでに学際的に多くの研究が積み

重ねられてきている。2000 年代初めまでの研究を調査した Bailey and Kurland (2002) は、やはり

通勤コストの低下はテレワークの主要な動機ではない一方、多くの研究がテレワークによる生産性

向上の効果を確認してきたことを紹介している。しかしながら、生産性向上に関する研究はテレワ

ーカーの自己申告に基づくものであり、彼らにはテレワークが成功していると考えるバイアス（偏り）

があることを指摘している。 

 

一方、近年では、前記の問題点を克服するような実証分析もでてきており、Bloom et. al.(2014)は、

中国の旅行会社、シートリップのコールセンターの従業員が 9 カ月間、在宅勤務とオフィス勤務に

ランダムに割り当てられるという実験を活用し、在宅勤務の従業員の定量的に把握された生産性

（通話量）向上の中には労働時間増も含まれていることを示した。 

 

一方、テレワークの生産性を高める上で、労働時間とともに重要な要因が仕事の内容である。

Dutcher (2012)は、大学生を実験室内と外にランダムに分けた上で、タイピングのような単調な作業

とより創造性の必要な作業をさせるという実験を行った。実験室の外、つまりテレワークに近い状況

では、単調な仕事は室内に比べて生産性が低下する一方、創造性を要する仕事の場合は増加す

ることを示した。 

 

上記の分析結果を考慮すれば、テレワークが真の生産性、すなわち時間当たりの生産性を高める

働き方になるためには、職場からの干渉や雑音を遮断し、自律的で集中力を生むことが可能なテ

レワークの利点を最大限生かせるようなより創造的な仕事をテレワークに割り当てるべきだ。また、

テレワークは柔軟で自律的な働き方が高い満足度を生む一方、無意識のうちに長時間労働に結

びつく可能性が高く、真の生産性を高めるには従来の働き方よりも労働時間が増加しないような取

り組みが必要だ。 

 

テレワークに関する実証分析 

それでは、現実にテレワークは創造性の高い仕事に割り当てられているであろうか。また、テレワー

クは、長時間労働に結びつきやすい傾向があるのだろうか。鶴・滝(2019)は、ビジネスパーソン 1 万

人調査 2018 を利用して、上記の問いに答えるべく、分析を行った。 
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まず、どのような従業員がテレワークを利用しているかについては、テレワークを利用できる環境を

整え、新たなテクノロジーの導入に積極的な企業ほど従業員がテレワークを利用していることが分

かった。従業員側からみれば、通勤時間が長い、子供がいる、介護を要する家族がいるといった従

業員がよりテレワークを利用するという従来型のテレワーク活用が確認された。 

 

また、営業職など社外との関係が重要な仕事をしている人がよりテレワークを活用している。その一

方で、特に、企画・マーケティング職、クリエイティブ職といった職種についている人や「新規開拓

や付加価値向上を目標にする仕事」を行っている人がよりテレワークを行っており、テレワークは集

中力や創造性が必要な職務により適合することが確認された。 

 

次に、テレワークの利用は残業時間を増やすかどうかを検証すると、様々な要因をコントロールした

上でテレワークなどを利用しているかどうかのダミーは残業時間には有意に影響しておらず、テレ

ワークが残業を増やすとはいえないことを上記の分析は報告している。この分析を見る限りは、テレ

ワークによる長時間労働は全体として過度に懸念する必要がないものの、管理職はテレワークで更

に残業が多くなる傾向にあることも上記の分析では報告されており、管理職の長時間労働に対して

は注意が必要である。 

 

テレワークの残された課題 

以上みてきたように、テレワークへの取り組みは生産性向上を目指すという意味においても働き方

改革の大きな柱と考えるべきだ。しかしながら、日本全体でみれば、テレワークの普及状況は発展

途上であり、依然として企業規模間格差が大きい。例えば、総務省「平成 29 年通信利用動向調査」

では、常用雇用者規模 100 人以上の企業の中で制度としてテレワークを導入している企業の割合

は 13.9％であるが、資本金 50 億以上の企業：40.2%、従業者数 2000 人以上の企業：38.7％、従業

者数 300人以上の企業：23.0％、従業者数 300人未満の企業：10.2％となっており、従業員の規模

別で大きな取り組みの差異があることがわかる。テレワーク普及のすそ野をいかに広げていくかが

課題であろう。 

 

こうした中で大企業は足元でテレワークの取り組みを加速していることも伺える。上場企業を主な調

査対象にしている、日経「スマートワーク経営」調査(2017、2018 年)によれば、場所に関する多様な

働き方を実現する制度のある企業の割合は、2017 年から 2018 年にかけて、在宅勤務：

35.4%→44.2%、サテライトオフィス：13.6%→23.4%、モバイルワーク：20.6%→36.3%、と制度としては急

速に普及していることがわかる。 

 

また、同調査(2018 年)で、テレワークに関して行っている取組(複数回答)については、利用者の自

律的な働き方を尊重：43.0%、時間外労働や休日勤務の制限を設置:35.6%、ICT 等を使って適切な
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労働時間の管理:35.0%、生産性が高まるような業務、人材を選んで適用：29.4%、などが上位を占め

ている。つまり、テレワークを活用している企業は、従業員の自律性尊重、生産性向上を目指す一

方、テレワークの課題である長時間労働の問題にも配慮してきていることがわかる。 

 

しかし、テレワークを制度として導入している企業においても実際のテレワーク利用者割合は、同

調査(2018 年)では、5％以下が調査企業の 3 分の 2(66.9%)を占めている状況である。生産性向上

を主眼とするならば、利用条件を問わず、なるべく広範囲の従業員がテレワークを利用できる仕組

みを作ることが求められているといえよう。 
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3． ICT の徹底活用によるホワイトカラーの仕事の「見える化」と生産性把握・向上 

 

本節では、ICT 活用の働き方への影響として、ホワイトカラー（管理・事務・技術労働者）のインプッ

ト(労働時間)、アウトプットの計測が容易になり、その結果、アウトプットをインプットで除した時間当

たり生産性の把握しやすくなることで、これまで生産性が低いと指摘されてきたホワイトカラーが時

間当たり生産性を意識した働き方を実現していくことが可能なことを明らかにしたい。 

 

ICT 活用によるインプット、アウトプットの把握 

生産労働者の場合、ラインの生産工程で単位時間においてそれぞれのアウトプットを計るのは比

較的容易である。一方、管理・事務・技術労働者(ホワイトカラー)は、アウトプット（成果）そのものが

必ずしも明確ではなく、また、それに費やしたインプット（労働時間）を正確に測ることも難しい。これ

が、ホワイトカラー労働者が時間当たり生産性を意識することを難しくしてきたと考えらえる。 

 

一方、ICT の活用で従業音の努力や労働時間といったインプットや成果の計測が容易になってき

ていることは大きな変化である。例えば、従業員の使用しているパソコンの使用状況(オン、オフ)で

労働時間や仕事内容を把握することは簡単な例ではあるが、最近ではウェアラブルデバイス(身体

に着けることのできる小型の機器・センサー)により、従業員の行動に関する様々なデータを活用す

ることが可能になっている。 

 

例えば、日立製作所では名刺型ウェアラブル・センサーを使い、個々の従業員の行動データを取

得し、従業員のコミュニケーション等を定量的な把握している。また、メガネの JINS は一日のうち、

いつ、どれだけ集中できたかを可視化できるメガネ型ウェアラブルを開発、商品化している。こうし

たウェアラブル機器が従業員のインプットの可視化で大きな効果をあげつつあるのだ。 

 

また、一方、従業員のアウトプットも ICT の徹底活用で可視化していくことが可能である。ホワイトカ

ラー従業員のアウトプットはともすれば最終的な成果がでてくるまでは個人レベルの「ブラックボック

ス」の中に埋没しがちであった。しかし、書類やメールなど仕事のアウトプットがすべてデジタル化さ

れ、クラウドなどで中央集権的に管理され、どこからもアクセスが可能になれば、従業員の間での完

全な共有が可能になり、中間的な成果物やチームワーク業務における個々の貢献など測りにくか

ったホワイトカラー従業員の成果の可視化が可能になってきている。 

 

こうして、これまでで計測しにくかった個々のホワイトカラー従業員のインプットとアウトプットが可視

化され、時間当たりの生産性を定量的に把握することが可能になれば、業務の棚卸を行い、無駄

な業務内容・プロセスを特定化し、見直していくというプロセスも容易になると考えられる。QC サー

クル、リーンシステム、カンバン方式など製造業の生産現場では当たり前であった生産性、品質向

上への飽くなき努力は、生産ラインでは生産性がまさしく可視化できることがその前提にあった。ホ



12 

 

ワイトカラーの業務でも ITC の活用で業務の流れがあたかも工場の生産性ラインのように可視化で

きれば時間当たりの生産性向上に向けた取り組みは大きく前進すると考えられる。 
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4． AI と人間が補完的な関係になるためには何が必要かー働き方・スキル・職場のあり方に着目

して 

 

ICT を始めとして新たなテクノロジーをいかに使いこなしていくかが働き方改革の成功を大きく左右

することは間違いない。ICTのみならずAI(人口知能)を中心とした新たなテクノロジーは働き方を大

きく変革する推進力となっていくと考えられる。本節ではその中でＡＩと人類が共存し、補完的にな

るために何が必要かを考えてみたい。 

 

新たなテクノロジーで代替される仕事、代替されない仕事 

新たな技術が職を奪うという懸念は歴史上幾度となく繰り返されてきた。確かに、過去 200 年間を

振り返ってみれば、特定の職は技術革新で消滅してきている。しかし、その一方で労働生産性の

向上が所得水準の向上につながったため、新たな需要を顕在化させる企業・産業が登場してきた。

これにより、これまで想像できなかったような魅力的な商品やサービスが提供され、それらへの需要

が拡大することで新規雇用も創出されてきた。雇用全体としてみれば長期的には増加してきたとい

える。それでは、新たなテクノロジーの導入でどのような職が失われるのであろうか。 

 

今世紀に入ってから上記の問に対しての基本的な答えは、Autor et.al.[2003]を嚆矢としたこれま

での研究は、以下のようにまとめることができる 3。 

 

職務(ジョブ)を「ルール・手順を明示化できる定型的職務(現金出納、単純製造等)」と「明示化しに

くく、やり方を暗黙的に理解している非定型的職務」に分けると、前者は中スキル・中賃金職務を形

成してきたが、新たなテクノロジーの影響を受けやすいこともあって米国、欧州、日本を含めその割

合がこれまでも低下している。 

 

さらに、非定型的職務を知識労働と肉体労働に分けると、非定型的知識労働(プロフェッショナルな

ど)は高スキル・高賃金職務を形成する一方、非定型的肉体労働(清掃など)は低スキル・低賃金職

務を形成し、両者の割合がおおむね増加するという職務の二極化が先進国で起きている。こうした

分析によれば、新たなテクノロジーの悪影響を受けるのはもっぱら定型的職務に限られることにな

る。 

 

新たなテクノロジーの影響が定型的な業務の自動化という側面のみであればこうした見立ては正し

いであろう。しかし、AI の技術革新のスピードはかなり速く、人間しか扱えないとされてきた暗黙知

の領域まで機械が侵食してきているという認識が重要である。 

 

例えば、自動車の運転手は非定型的肉体労働の典型とされ、自動運転は数年前までは実用には

                             
3 Autor, Levy, and Murnane [2003], Autor and Price [2013], Goos, Manning, and Salomons [2014] 
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程遠かったが、米グーグルが開発中の自動運転の精度は驚くほど高くなっている。また、暗黙知が

活用されるパターン認識（例えば、写真をみてそれが椅子であると判断する力）も機械学習による

予測の精度は驚くほど上がってきている。 

 

パターン認識、画像処理といった暗黙知までの領域に機械が侵入してきた背景は機械が「目」を持

てるようになったことが大きな要因だ。これは「カンブリア爆発」の再来とも呼ばれている。「カンブリ

ア爆発」とは古生代カンブリア紀、およそ 5 億 4200 万年前から 5 億 3000 万年前の間に突如として

今日見られる動物の「門」が出そろった現象である。カンブリア爆発が起こった背景は初めて眼を

持つ生物が生まれた、つまり、「眼の誕生」が原因であったという説がある。したがって、「眼を持つ

機械」が誕生したことは、機械の世界でカンブリア爆発が起こったのと匹敵するくらい大きなインパ

クトを生む可能性があるといえるのだ。 

 

こうして新たなテクノロジーが及ばないといわれてきた暗黙知を要する非定型的な業務にまで自動

化が進んできていることがこれまでの技術革新とは異なり、人々が将来の雇用に対して強い不安

感を覚える背景になっていると考えられる。 

 

コラム：AI による自動化の賃金、雇用への影響 

これまで大きな論争があった AI の雇用への影響については、米マサチューセッツ工科大学（MIT）

教授であるダロン・アセモグル氏らがロボットや AI による自動化の賃金や雇用への影響をみるため

の基本的なフレームワーク（理論モデル）を提供している(Acemoglu and Restrepo[2019])。 

 

彼らのモデルによれば、自動化によりこれまで人が担っていた仕事が代替されることで生まれる「雇

用代替効果」は確かに雇用や賃金を低下させるが、それを相殺する正の効果も存在することを強

調する。まず、自動化によるコストの節約により経済が拡大し、自動化されていない仕事への需要

が高まるという「生産性向上効果」である。 

 

また、自動化により資本蓄積が進むことは資本への需要が高まることを意味し、労働需要も増加す

る。さらに、既に自動化されている仕事を行っている機械の生産性をさらに高めるという「自動化深

化効果」もある。しかし、これらの相殺効果だけでは 1 人当たりの生産は賃金を上回り、マクロでみ

た労働分配率の低下は避けられない。 

 

一方、彼らが最も重視している相殺効果は、こうした自動化により新たな労働集約的な仕事が生ま

れ、新たな活動へ労働者を復帰させるという、「新たな仕事への復帰効果」である。この効果は労

働分配率を上昇させるように働く。 

 

一方、経済や労働市場において上記のような調整が迅速に進むとは限らない。特に、労働市場に
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おける労働者の再分配・移動には時間と痛みを伴う場合も多い。こうした調整の遅れは生産性向

上効果を弱めると指摘している。 

 

具体的には、第 1 に新たな技術・仕事と必要とされる労働者のスキルの間のミスマッチが生じれば、

労働需要の調整を遅らせ、労働者間の格差を拡大し、生産性向上を抑制することになる。新たな

技術と補完的なスキルをいかに身に着けるかが重要となり、その意味でも教育システムの役割は大

きいとしている。 

 

第 2 は、自動化が過剰に進んでしまうような場合である。過剰な自動化はそれ自体、非効率である

ばかりでなく、限られた資源を無駄に使い、雇用を過剰に代替することで生産性を低下させてしま

うとしている。彼らは ICT（情報通信技術）の発展にもかかわらず米国の生産性の増加が芳しくない

のはこうした過剰な技術の適用で必ずしも新たな仕事が生み出されていないからと主張している。 

（コラム終わり） 

 

AI の本質は機械学習 

AI の本質は先にも述べたようにセンサー、画像、ビデオ、文字情報などの多量のデータから学ぶ

機械学習(ディープラーニングを含む)にある。Agrawal et.al. [2018]は機械学習がより適合する仕事

はなんらかの予測、これは機械学習で安価になったわけだが、それを補ったり、自動化したりする

仕事だとしている。これはかなり広範な仕事、職種、産業をカバーすることになる。例えば、自動車

運転(ハンドルを切るべき正しい方向を予測)、病気の診断[(原因を予測)、商品の推奨(顧客の好み

を予測)などである。 

 

また、機械学習は時間の経過とともに自分自身で改善していくように設計されている。例えば、機

械学習のアルゴリズム(情報処理の手順)は、かなり大きなサンプルを前提に、あるインプットの集合

とあるアウトプットの集合の間を結びつける関数を自分でみつけることができる。例えば、録音音声

を文字化する音声認識もその一例である。このように膨大なデータを使って予測精度が高まるよう

に進化していくのが機械学習の特徴といえる。 

 

AI・機械学習のリスク 

機械学習の本質を予測と捉えると、そのリスクもみえてくる。Brynjolfsson and McAfee [2017]は、機

械学習が出した結果を説明することは難しいと指摘する。AI はなぜそのような結論に到達したのか

という理由は教えてくれないのだ。 

 

これはさらに以下のリスクも生むことになるという。第1は、機械学習には隠されたバイアスが存在す

ることだ。人間の意思決定を反映したデータを学ばせればそこに人間のバイアスが入り込む余地

がある。第 2 は、ある結論が完全にどのような場合でも成立することを AI は立証することはできない
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ことである。したがって、生か死かといったクリティカルな判断には使えない。第 3 は、機械学習シス

テムは当然、間違うこともあり、それを避けたり、問題点をピンポイントで修正したりすることはできな

いことである。 

 

最後に、予測と意思決定にはギャップが存在することを忘れてはならない。例えば、Agrawal et.al. 

[2018]が紹介しているように、医学の世界では AI が放射線科医の仕事を代替し始めている。IBM

の AI「ワトソン」は機械学習により肺結節や骨折ばかりでなく、肺塞栓も発見できるようになってきて

いる。いくつかの原因の可能性を確率的に示すという意味で予測が行われているのだ。 

 

その予測の精度が高まれば、負担の大きい生体検査を減らすことができる一方、やはり、そうした

検査をすべきかどうかという判断は放射線科医が依然として担っている。予測を最大限活用すると

しても、因果関係・論理を考え、最終的に判断を下すのは人間であることに変わりはないことに留

意すべきである。 

 

AI と人間との補完的な関係の構築と AI で生まれる新たなタスク・職種 

上記を踏まえると、AI が我々の雇用のほとんどを奪ってしまうという議論には大きな問題があること

がわかる。第一は、AIの労働代替効果について過大評価されていることである。確かに人間がこれ

まで行ってきた予測機能をビッグデータの使用により、効率的に行うという意味で非定型的な仕事

でも AI にとって代わられる仕事も出てくるであろう。その一方で、AI と強い補完性を持つ仕事、労

働も出現してくることになる。そうなれば、AI と労働の補完性が生産性、所得の上昇、さらには、労

働需要の拡大を生むことになる。こうした AI と補完的になるような仕事・労働の出現はむしろこれま

で過小評価されてきたといえる。したがって、AIと人間がウイン・ウインの関係で共存していくために

は、働き手がいかに AI と補完的な関係を築けるかどうかにかかっているのである。言い換えれば、

AI に代替されない補完的なスキルをいかに身に着けるかが重要となるのである。 

 

Acemoglu and Restrepo[2019]は、歴史的にみても、19世紀の英国で新産業が勃興した時に、技術

者、機械工、修理工、管理人、間接部門従事者、経営者などの新たな職種が生み出されたことを

踏まえ、AI についても、現在、AI を活用する企業にまったく新たなカテゴリーの職務が生まれてき

ていることを紹介している。具体的には AI を教育する職務、AI の出した結論を顧客に説明する職

務、AI のパフォーマンスを監視する職務などである。 

 

AI が生む「パーソナライゼーション」という大潮流 

また、AI によってビジネスの在り方が根本的に変わることが予感されるのは、その予測能力である。

つまり、顧客の様々な属性、嗜好などのビックデータが入手できれば、それぞれの個人がどのよう

な財・サービスを選好、評価しているか(他の顧客よりも高い価格を払っても良いと考えている)かが

かなりの正確さで予測できるようになる。既に、オンラインマーケットでは顧客への宣伝にそのような
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手法が用いられていることは承知の通りだ。アマゾンにおける「あなたにおすすめの商品」はその

一例である。 

 

従来型のビジネスモデルは多くの大衆が喜ぶような標準的な財・サービスを同一価格で供給する

というビジネスモデルであったが、今後は消費者の選好・嗜好に合わせて差別化された多様な財・

サービスを提供するビジネスのプレゼンスが高まる方向へ進むであろう。こうしたビジネスの根本的

な変化をここでは「パーソナライゼーション」(個別化)と呼びことにしよう。 

 

Acemoglu and Restrepo[2018]は、AI が教育や医療・介護にも新たな職を生み出す可能性があるこ

とを強調しているが、これも上記で指摘した「パーソナライゼーション」の一例と考えると分かりやす

い。例えば、AI を教育に使えば、通常では大変コストのかかる生徒の事情に応じた個別教育が可

能になる。彼らはそうした個別教育プログラムの開発、実施などを行う職務が新たに出現することを

予想している。大教室に生徒を集め、同じ時間、同じ場所で画一的な授業を行うことは意味がなく

なり、生徒はそれぞれの事情、進捗水準に合わせて最適な教育プログラムが適用されてここがビデ

オなどを通じて学んでいくことが予想される。また、医療・介護の分野でも、個々の患者の DNA を

含む身体的情報が分析されることで、個々の患者に合わせて最適な医療や介護の在り方が提案さ

れることになるであろう。 

 

「パーソナリゼーション」で変わる企業組織、働き方 

また、日立製作所が実践しているように、ウェアラブル・センサーなどを利用し、従業員の行動等に

関するビッグデータを収集していけば、どのような組織形態や働き方が授業員のやりがいやパフォ

ーマンスを向上させるかが、分析できることになる。重要なのは個々の企業毎に、更には個々の部

署、従業員単位までにおいて最適な組織や働き方が明らかになることだ。結果的に企業のパフォ

ーマンス全体へのより良い効果が期待できることになる。 

 

従業員のデータをセンサーなどでより包括に入手できればできるほどその効果はさらに高まると考

えらえるが一方で、個人のプライバシーの問題にも底触していく可能性があることには十分留意が

必要だ。企業が従業員の行動のどこまで把握することを認めるかについては労使の対話、理解促

進、納得感の形成が重要であるし、AI 時代の働き方、雇用システムの重要な課題になるであろう。 

 

AI 時代に必要なスキル・能力 

今後、AI と共存、補完的な関係になれるようなスキルを労働者が遅れることなく、適切に身に着け

ていくことができれば良いが、必要とされる労働者のスキルの間のミスマッチが生じれば、労働需要

の調整が遅れ、労働者間の格差が拡大し、生産性向上が抑制されるというリスクも生まれることにな

る。その意味からも新たな技術と補完的なスキルをいかにタイムリーかつ着実に身に着けるかが重

要となり、その意味でも教育システムの役割は大きいと考えられる。 
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また、AI などの機械の自動化ではできない仕事、そのためのスキルや能力の価値はこれまで以上

に高まると予想される。第一は、Brynjolfsson and McAfee [2014]が指摘するように人とつながりたい

という人間の根源的な欲望を満たすような仕事、スキルである。人間の持つ芸術性(演劇、音楽)、

身体能力(スポーツ)、思いやり(セラピー)、もてなし(レストラン)などである。機械は人間よりも速く走

ったり、より正確に音楽を演奏したりすることができるかもしれない。しかし、人が感動、興奮しお金

を払っても良いと感じるのはやはり生身の人間によるパフォーマンスである。 

 

第二は、Brynjolfsson and McAfee [2014]が強調しているように、変貌自在、融通むげな発想により

これまでにない新しいアイディアやコンセプトを思いつくスキルを養うことである。機械は答えを出す

ことはできても、問いを発する能力はいまだ備わっていない。「好奇心の赴くままに学ぶ」「どうして

世界はこうなっているかを問う」など、イタリアの医師が 20 世紀初めに考案した、自由な環境での自

発的学習を重視するモンテッソーリ教育法が米国で著名な起業家を生んでいると彼らは指摘する。

日本の教育のあり方にも大きな示唆を与える。 

 

AI は「先生」 

また、人間が自分のスキルを伸ばす、また、スキルの習得期間を短縮するために AI を利用すると

いう発想も重要だ。AＩは「経験」豊かなベテランの「先生」のような存在とも位置付けることができる

のだ 

 

この最も良い例が、将棋の世界である。藤井聡太七段の異次元の強さが将棋界に旋風を巻き起こ

しているが、藤井氏の場合、若い棋士にありがちな粗削りなところがなく完成されているという評が

良く聞かれる。そんな強さの要因の１つに AI 将棋がありそうだ。 

 

現代の将棋には、進化する AI 将棋が欠かせず、将棋ソフトで常に研究しているのは藤井氏も例外

ではない。AI 将棋では様々な手の有効性を検証することができるので、1 人で練習しているのにま

るで師匠がいつもそばにいてアドバイスしてくれているかのような密度の濃い練習が可能になって

いることが飛躍的な成長のカギになっているようだ。 

 

もちろん、将棋のみならず、AI が先生となり、教え、導くという「AI コーチ」は学習塾やスポーツなど

にも広がりをみせている。勉強であれば生徒のつまずき、スポーツであれば選手の動きを AI が解

析し、他の情報も組み入れることで生徒や選手の状況を把握しながら最適なアドバイスを行うことが

可能となっている 4。 

 

以上、まとめると今後、機械学習などの活用で予想以上のことが可能となるだろう。しかし、どこまで

                             
4 「塾・スポーツ、先生は AI、個人の弱点分析、改善促す」日本経済新聞夕刊(2019/07/06) 
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も人間しかできないことが必ず残るはずであるし、人間しかできないことをより評価することも人間で

あることを忘れてはならない。その一方で、人と AI との協働が重要になってくるし、それこそが AI を

上回り、AI に支配されない唯一の道であると考える。 

 

5． おわりに 

AI の本質を高性能な「予測マシン」(Agrawal et.al. [2018])と考えれば、AI によって人間の仕事がほ

とんど失われてしまうのは誇張であるし、いかに人間がメリットを享受できるように AI を利用していく

かが重要であることがわかる。人間にしかできないことの価値は更に高まることが期待される。また、

「パーソナリゼーション」をキーワードに「予測マシン」が個々の企業パフォーマンスを高める働き方、

組織を明らかにするとともに、個々の顧客に寄り添った新たなビジネス、職務が大きな広がりみせる

であろう。その場合でも、AI と補完的なスキルを身に着けていくかが最も大切であり、その意味では

職務などが限定され、プロ型を目指すジョブ型正社員の役割は大きいといえる。 
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